Electronic Money Business of East Japan Railway Company and Organizational Ability in Companies: The Organizational Ability and Knowledge Creation in Companies on Automatic Fare Gate System Development by 平井 郁雄
東日本旅客鉄道の電子マネー事業化と企業間組織能力 
— 99 —
東日本旅客鉄道の電子マネー事業化と企業間組織能力
― 自動改札システムを中心とする企業間組織能力の形成と知識創造 ―
平井　郁雄
目　　次
 1．はじめに
 2．関西圏の民鉄で先行した自動改札システム
 3．ＪＲ東日本による非接触ＩＣカード乗車券の開発過程
 4．おわりに
1．はじめに
1.1　東日本旅客鉄道の電子マネー事業化と企業間組織能力の形成
チャンドラーは、米国における鉄道会社の革命が、その後の同国における大量生産や大量
流通へとつながり、大組織企業を中心とする近代産業企業の形成に役立ったとしている。す
なわち第二次産業革命としてのインフラ機能と、大組織となる鉄道会社のマネジメント手法
自体とが貢献したとした（1）。さらに、チャンドラーはそのマネジメント手法を含め「組織能
力」へと概念を展開し、Chandler（1990）の中で、米国・英国・ドイツの分析を通じて「組
織能力」が産業企業の発展に重要であると論じている。「組織能力」とは企業内部で組織化
された物的設備や人的スキルの集合として捉えられ（2）、Chandler（1992）での定義では、「実
際の規模と範囲の経済は、実質的なスループットよって測られる組織的なものである。その
ような経済は、知識、スキル、経験、そしてチームワークによっている。それは技術的プロ
セスの可能性を引き出す組織化された人間の能力である」 （3）とされる。また、これら「組織
能力」のうち、チャンドラーが特に注目するのは知識やスキルであり、「学習された組織自
体が、生産と流通の企業設備となって現れる。そして、それは製品と生産に特殊な人的スキ
ルとなってより明らかになる」 （4）。更に「そのような知識やスキルは試行や失敗、フィード
バックや評価を通して学習されて発展する。（中略）そうした学習された知識やスキルは企
業特有のものであり、産業特有のものである」 （5）とする。
これら「組織能力」は基本的に単一企業内の組織を対象としている。これは、ウィリアム
ソンがチャンドラーの複数事業部組織の歴史的記述を引用しながら、組織革新を取引コスト
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削減の視点から理論化（6）したことに始まった。チャンドラーもその考え方を Chandler（1990）
に取り入れながら、企業が大組織となっていった記述部分の理論として援用した。
しかし、東日本旅客鉄道（以下ＪＲ東日本）の電子マネー事業化を見ると、複数の企業が
係わり、それぞれが進展を見せて事業化されてきた。また母体となった自動改札システムの
進展を見ても、単一の企業ではなく、複数の鉄道事業者や企業、団体が関係している。
もちろん、川邉（2003）が指摘するように、コンビニエンスストアといった第三次産業革
命下のビジネスシステムでは「チャンドラーの研究は、主としてアメリカにおける 19 世紀
末から第二次世界大戦後のいわゆる第二次産業革命における大企業生成と発展に焦点を当
て」 （7）たもので、コンビニエンスストア同様、電子マネーの進展を説明しきれないのは否定
できない。しかし、日本の鉄道事業が、米国の鉄道のような形成過程を経ず、既に大組織マ
ネジメントが確立されたものとして輸入・導入されたとしても、基本的にはチャンドラーの
大組織であることに変わりはない。また、自動改札システムの開発は、複数の企業や大学が
1963 年から始めており、対象とする国は異なるも、チャンドラーが焦点を当てた第二次世界
大戦後の大企業生成期の企業活動なのである。
一方、井上ら（2002a）は自動改札の進展を「知識創造」の観点から分析したが、「野中・
竹内モデルは一企業内部での知識創造モデルであり、パブリックオートメーションのような
企業の枠を超えた現象についてはうまく説明することができない部分－知識創造において一
企業とその外部との関係をどのようにとらえるか－が存在した」 （8）と指摘し、異なる組織間
での知識創造を説明できないとしている。この「知識創造」は、先に述べたチャンドラーが
「組織能力」の中で特に注目した知識やスキルにも関係する。「知識創造」は、「知識」を創
造する「スキル（能力）」に相当するからである。
1.2　分析の視点
なぜ、自動改札システムやＪＲ東日本の電子マネー事業化では、異なる企業や企業グルー
プ、あるいは組織間で組織能力が培われ、また、井上らが分析の視点とした「知識創造」が
異なる組織間でなされていったのか。ここでは自動改札システムの進展と、ＪＲ東日本の電
子マネー事業化における非接触ＩＣカード乗車券の開発に焦点を当て、それらがどのような
組織関係で組織能力を高め、知識創造がなされていったのかを分析していく。
また、次の理由から関西圏の自動改札システムの進展と、ＪＲ東日本における非接触ＩＣ
カード乗車券の開発過程と区分して論じる。１．自動改札システムの進展は関西圏の民鉄で
先行したこと、２．ＪＲ東日本はその民鉄の後を追随しながらも、特に電子マネーについて
は日本国有鉄道（現ＪＲ各社、以下国鉄）時代の研究開発からの影響が見られること、３．
また国内で電子マネーが普及し始めた頃から、ＪＲ東日本らの活動をプラットホーム戦略の
視点で捉えることが出てきていること（9）、すなわち２章で関西圏の自動改札システムを、３
商研12_平井郁雄.indd   100 12/11/10   10:39
東日本旅客鉄道の電子マネー事業化と企業間組織能力 
— 101 —
章でＪＲ東日本の開発過程を取り扱う。
2．関西圏の民鉄で先行した自動改札システム
2.1　近畿日本鉄道・大阪大学・立石電機による共同研究と阪急電鉄の実用化
自動改札システムは、近畿日本鉄道（以後近鉄）の鉄道現業部門が改札業務の自動化を試
みたことから始まった。同社は 1962 年に「改札自動化準備委員会」を発足させ開発を進め
るが、試作段階の不備・不具合が多く、1963 年には委員会としての活動を休止し、委員会の
構成員であった近畿車輛株式会社技術研究所（以後近鉄技研）が、自動改札の自主研究とし
て引き継いだ（10）。
多数の不備、不具合の原因は、既存技術をベースにしたことにある。欧米の地下鉄で利用
された４本の回転バーを持つ機械式ゲート（ターン・スタイル・ゲート）に、電気的な乗車
券の読み取り判定装置を組み合わせたものを試作したが、この機械式ゲートは利用者数の少
ない欧米の地下鉄では利用できても、既に高度経済成長期に入っていた日本の鉄道では多数
の利用者を処理せねばならず、利用できなかった。電子的な読み取り・判定部はさらに処理
時間を長くすることとなり、開発が中止になるのは自然の成り行きであった。
自主的研究を委ねられた近鉄技研責任者の中井実は、改札の自動化が困難であると認識し、
大阪大学工学部の研究者等と共同で研究会を発足させ、問題の定式化からやり直した。研究
会では、主に大学側からの提案で、課題を鉄道現業部門のニーズではなく、鉄道事業者とし
て社会的なニーズに応えることを目標に再構成することとした。すなわち「ラッシュ時の改
札口自動化」問題にだけ焦点を当てるのではなく、「観光・輸送の場における情報の摘出・
交換・処理」と「乗車券業務（特に定期券改札作業の自動化）」に分け、前者を意識しなが
ら、当面は後者を中心にシステム的アプローチを行うこととしたのである。
この結果、前述の４本の回転バーではなく、バーの代わりとなるゲートが通常は開いたま
まで、改札を通してはいけないと判定した利用者のみをゲートで閉める「ノーマル・オープ
ン」式を開発することとなる。これら一連の機器開発には立石電機（現オムロン、以下立石）
が選ばれた。これは開発を打診された各メーカー（総合電機、情報機器、自動制御機器、タ
ーン・スタイル・ゲート、磁気フィルムメーカーなど）が、開発が難しいと断ってきたため
である。唯一立石のみが意欲を見せ、ＴＯＰの決断も速く強かったことから立石と共同開発
を進めることとなる。
しかし、近鉄ではすぐには実用化できなかった。その原因は定期券専用で、普通乗車券を
含む多様な乗車券に対応できなかったためである。また、他の鉄道との連絡改札口にも利用
できず、実際に、国鉄が「穴のあいたさん孔式の定期券では券面印字が確認できない」とし
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て使用を認めないと通告してきた（11）。1966 年 8 月、連絡各社共通に利用できるシステムが
できるまで実用化を一時見合わせることとなった。
近鉄での実用化中断を受け、立石は阪急電鉄に即座に売り込みを行った。立石の立石義雄
は、千里線の延長により新設の北千里駅の自動化を検討しているという情報を入手し、阪急
電鉄へ猛烈なアタックを掛けた（12）。その結果、阪急電鉄と立石との共同開発により、1967
年 3 月、北千里駅開業に合わせて、実用化第１号の自動改札機が導入された（13）。
この自動改札機も定期券専用であったため、普通乗車券を入れてゲートが閉まったり、紙
幣を入れてしまう利用者もおり、立石の社員が常駐していた。こうした背景から定期券と普
通乗車券を同時に使える自動改札機の開発が急がれたが、券面面積が小さい普通乗車券では
さん孔式定期券のように穴をあけることができなかった。そこで立石の田中寿雄は、定期券
や普通乗車券の裏に磁気を塗ってそこに情報を記録する磁気式を考案した（14）。磁気式の開発
は急ピッチで進められ、伊丹市の駅前整備計画の一環として移設された阪急電鉄伊丹駅へ
1968 年 11 月に導入された（15）。
さらに、立石は大阪市交通局へも売込みを開始する。大阪市交通局と立石は 1969 年 8 月
に共同開発をスタートさせる。1971 年 6 月には四つ橋線玉出駅に試験機を設置し実用化実験
を実施、翌 1972 年 11 月に四つ橋線延伸に伴う新駅北加賀屋駅でも実験を行い、この結果を
もって大阪市交通局は本格展開を決断、1974 年 5 月 29 日開通の谷町線東梅田駅～都島駅間
からスタートさせた（16）。
また、1971 年 7 月、日本鉄道サイバネティクス協議会は、この大阪市交通局での実用化実
験で得られた結果を踏まえ、将来の自動改札の普及に備え、連絡乗車券が各社局で相互利用
できるように統一規格を制定した（17）。
これらの実用化や統一規格の制定により、日本信号や東芝も自動改札機の開発に着手する。
日本信号はシカゴイリノイ鉄道やロンドン地下鉄などで採用された米国の自動改札メーカー
「アドバンス・データ・システム」と 1966 年に技術提携を行い、1969 年 10 月に東京モノレ
ールに自動改札機４台を納入した。日本信号は、その後も開発を継続、拡大させ、券売機や
自動精算機含む出改札業務全般を全駅フルラインで管理するＡＦＣシステムを開発、1971 年
に冬季オリンピック開催地となった札幌市の地下鉄に納入した（18）。東芝もまた「国鉄をはじ
め民営鉄道各社でのテスト機の導入による試験検討が続けられる」（19）として、1969 年に自
動改札機の試作を行い、定期券発行機などを含むトータルな出改札システムとして発展させ
ていった。立石を含むこれら３社は、主要自動改札メーカー３社として現在に至っている。
2.2　遅れた関東圏の鉄道事業者とＪＲ各社
このように近鉄らの実験に始まり、阪急電鉄、大阪市交通局で実用化されると主要関西民
鉄各社局は相次ぎ自動改札の導入を決断し、1980 年代前半にほぼ導入を終了させる（20）。こ
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うした動きの背景には省力化と増収があった。
阪急電鉄『100 年のあゆみ』によれば、「ほぼ全線に導入された第二次展開を終えた段階
で、駅係員など 650 名の省力化が達成された」 （21）とある。第二次展開終了の 1983 年度末の
鉄道系社員数が 5,562 名であることから、11％近く省力化ができたことになる。
また、自動改札は不正乗車防止にも効果がある。被害金額を定量的に算出することは難し
いが、阪急電鉄の第二次展開終了の 13 年後（1996 年）に導入したＪＲ西日本（1987 年に国
鉄から分割民営化）では、自動改札導入初年度に年間 113 億円の効果があったと推定してい
る（22）。この金額は、当時のＪＲ西日本の鉄道収入の１％以上にも及ぶ。
このように自動改札化は、コスト低減と、本来もらうべき運賃が増収となって現れる施策
であるにもかかわらず、関東圏の鉄道事業者では実験は行っても本格導入には至らなかった。
その理由は次の通りである。
まず、自動改札機自体の限界である。自動改札機は切符などが投入されるとどこの駅から
乗ってきたか、その切符の運賃が正しいかどうか判定する。この判定に必要な乗車駅と降車
駅の組み合わせ数は駅の数に依存する。駅の数が多ければそれだけ判定の組み合わせが多く
なる。他社局線との連絡乗車券の場合どうなるかというと、「乗換え駅」で乗換える場合は、
「乗換え駅」で自動改札に切符を投入することから、自社改札機で判定をした後、他社改札
機で判定するため、判定の組み合わせは自社局線内の駅の数の組み合わせだけで良い。しか
し、関東圏の殆どの電車はそのまま互いの線に乗り入れる相互直通運転を実施（23）しており、
利用者は「乗換え駅」で自動改札機を通ることはない。そのまま電車に乗って相手先の会社
線に入り、相手先の駅で降車する。そうなると、自社にプラスして相手先の駅数の組み合わ
せが必要になってくる。これは駅の数を単純に足し合わせるのではなく階乗的に増えるため、
その数は飛躍的になってしまう。当時日本鉄道サイバネティクス協議会で制定された規格で
は、相互直通運転を考慮した駅数を記録できる容量はなく、また自動改札機の判定部の性能
も飛躍的に増える駅の組み合わせ数を短時間で処理できる性能がなかったため、関東圏では
導入できなかったのである（24）。
次に国鉄の経営状況に理由がある。国鉄は 1960 年代後半に赤字体質に転じ 1987 年に現Ｊ
Ｒ各社へ分割民営化されるが、特に自動改札導入機運が高まった 1970 年代は、国鉄労働組
合側と経営側との対立が激化していた時期にあった。組合側は経営側が提示する生産性向上
施策に対し強行に反対姿勢を貫いており、このため自動改札システムが駅業務を合理化する
との観点から、合理化反対の逆風に阻まれた。導入は分割民営化までまたなくてはならなか
ったのである（25）。
さらに、都心に駅を持つ帝都高速度交通営団（現東京地下鉄、以後営団地下鉄）の駅構造
の問題である。自動改札機導入を前提に設計していなかったため、スペース的に難しく、
1974 年時点での自動改札機設置可能駅は 66％程度に留まり、本格導入は難しかった（26）。
商研12_平井郁雄.indd   103 12/11/10   10:39
東日本旅客鉄道の電子マネー事業化と企業間組織能力 
— 104 —
国鉄や都心に駅を持つ営団地下鉄が導入しなければ、自社で導入しても効果は見込めない。
したがって、関東圏で本格導入が始まるのは、これら課題の解決が見込めた 1990 年頃から
である。すなわち、次の４点から関東圏の鉄道事業者で一斉に本格導入が始められた。１．
1987 年に国鉄から分割民営化されたＪＲ東日本で自動改札機の導入機運が高まったこと、
２．1990 年に日本鉄道サイバネティクス協議会が記録できる駅を飛躍的に増やした新しい規
格「ＦＭ方式」を制定したこと、３．多くの駅数の組み合わせを瞬時に判定が可能なエレク
トロニクス技術の進展があったこと、４．1990 年に自動改札機が設置可能な営団地下鉄の駅
が 87％に達したこと、の４点である。
2.3　磁気式自動改札システムの熟成と関西民鉄各社局の「スルッとKANSAI」
関東圏の鉄道事業者が自動改札システムを導入することで、自動改札システム市場は関東
圏の事業者分が加わり規模が拡大する（27）。規模拡大と共に、前述の関東圏の導入に貢献した
「多くの駅数の組み合わせを瞬時に判定が可能なエレクトロニクス技術の進展」はさらなる
進展を見せた。日本信号や東芝では、自動改札機の技術トレンドを次のように捉えている（28）。
第一期（開発当初～ 1977 年）ＩＣ化による小型化・高信頼性化
第二期（1978 ～ 1985 年）マイコン化による多機能化
第三期（1986 ～ 1990 年）カード化によるキャッシュレス化
第四期（1991 ～ 1997 年）ＳＦ化による乗車券購入の不要化
第五期（1998 ～ 2000 年）ＳＦ共通化による連絡乗車の利便性向上
第六期（2001 ～ 現在　 ）非接触ＩＣカード化による電子マネー、広域共通利用対応
関東圏で導入ができるようになった 1990 年頃以降は第四期以降となる。第四期の「ＳＦ」
とはストアード・フェアの略である。これは、カードを乗車駅でそのまま自動改札機に入れ
るとカードに乗車駅を記録し、降車駅では乗車駅で記録した情報を読んで料金を判定し引き
去るというものである。つまり、利用者は乗車駅でどこまでいくか料金表を見て切符を購入
せずに、そのまま電車に乗れるのである。
ストアード・フェアシステム自体は、それまでに、ワシントン地下鉄、サンフランシスコ
湾岸高速鉄道、香港地下鉄、シンガポール地下鉄に採用されていたが、これらの路線は規模
が小さく連絡運輸のない閉鎖された鉄道であり、技術的課題は殆どなかった。しかし、国内
に導入するにはエレクトロニクス技術の進展が必要であった。
また第五期のカードの共通化は、各社のＳＦカードを相互利用できるようにすることで、
利用者は会社毎に別々のカードを持たず、１枚のカードがあればどこでも行けるようにする
ことである。これもエレクトロニクス技術の進展がもたらした機能である。
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特に第五期は阪急電鉄や阪神電鉄など関西民鉄各社局が中心となって進められた。その背
景としては国鉄から分割民営化したＪＲ西日本の躍進にある。ＪＲ西日本は、国鉄時代に私
鉄と比べて見劣りしていた「運行形態」、「古い車両」、「運賃格差」を是正するため、1989 年
に京阪神都市近郊区間を「アーバンネットワーク」と名付け、直通運転や快速電車の増発な
どにより、運行形態の改善や到達時分の短縮を実現した。また、新車を投入し都市圏輸送の
イメージアップを図り、運賃も関西民鉄５社が 1991 年に値上げを行ったのに対しＪＲ西日
本は据え置いた（29）。
日本経営史研究所編（2005）『阪神電気鉄道百年史』によると、1987 年度の輸送量を 100
とした場合、5 年後の 1992 年の実績は、ＪＲ西日本が 118 と急伸しているのに対し、阪急電
鉄は 101、阪神電鉄が 100、南海が 100、京阪が 105、近鉄が 107 と横ばい傾向になりつつあ
り、当時の阪神電鉄の久万社長はＪＲ西日本の躍進に危惧を感じていたという（30）。
都市交通年報の統計を見ると、1975 年の輸送量を 100 として最新 2008 年と比較すると、
大阪市部のＪＲ西日本が 108 に伸長したのに対し、大阪市部の私鉄は 79、大阪市部の地下鉄
は 98 とあり、ＪＲ西日本の躍進が一過性のものではないことが分かる（31）。もともと国鉄時
代から貨物輸送のために線路自体はそれぞれの路線は繋がっている。ＪＲ西日本になり、Ｊ
Ｒ京都線（東海道線）から大阪環状線を経由して大和路線（関西本線）へ直通する大和路ラ
イナーなど、乗換えなく短時間で移動できる電車が増発された。ＪＲ西日本が、「設備を活
かしきれていない、私鉄に比べて見劣りする運行形態」 （32）を、「私鉄に比べ当社［ＪＲ西日
本］が優位にある速達性を最大限に活かした商品を提供することを最優先」 （33）にしてきた結
果である（[] 筆者追記）。
しかし、関西民鉄各社は都市部のターミナル駅が終点になっており、設備上、こういった
直通運転ができず、速達性は提供できない。また大阪市営地下鉄は全 8 路線のうち相互直通
運転する 3 路線を除き、構造的にも相互直通運転ができない路線になっている。
そこで考案されたのが「スルッとＫＡＮＳＡＩ」である。お互いのＳＦカードを利用でき
るようにすることで、利用者は１枚のカードがあればどこでもいけるようになる。相互直通
運転の乗車券版が「スルッとＫＡＮＳＡＩ」なのである。
1994 年に阪急電鉄と能勢電鉄がＳＦカードを共通化した後、1996 年、両社に北大阪急行、
阪神電鉄、大阪市交通局が加わり「スルッとＫＡＮＳＡＩ」がスタートする。利用者に好評
であったことから、現在では 58 の鉄道・バス事業者がサービスを提供している（34）。
これら「スルッとＫＡＮＳＡＩ」を実現したのは、関東圏の鉄道事業者に導入するために
必要となった次の二つのポイントにある。ひとつは日本鉄道サイバネティクス協議会が制定
した「記録できる駅を飛躍的に増やした新しい規格」、二つ目は「多くの駅数の組み合わせ
を瞬時に判定が可能なエレクトロニクス技術の進展」である。関東圏の導入に必要であった
この２つのポイントが、ＪＲ西日本の躍進に危惧した関西民鉄各社局に「スルッとＫＡＮＳ
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ＡＩ」を打ち出させたのである。
この１枚のカードでどこでも行けるサービスは関東圏でも実施された。1997 年に、小田
急、京王、西武、東急、東武の私鉄 5 社が運賃値上げを申請し、その答申として「ＳＦカー
ドの共通化についての検討」が運輸審議会の要望事項として盛り込まれたことがきっかけで、
その後、関東民鉄各社局は検討を続け、2000 年に「パスネット」が生まれた（35）。
関東圏の「パスネット」は 20 の鉄道事業者が対象で、「スルッとＫＡＮＳＡＩ」のように
バス事業者は含まれない。含まれなかったのは技術的な制限のためである。バス事業者を入
れようとしても、関東圏では磁気カードの容量を超えてしまったためである（36）。
これにより、磁気式自動改札システムは次なる技術となる非接触ＩＣカードへ向かわざる
を得なくなる。磁気式自動改札システムは成熟の域に達し、鉄道事業者や自動改札機メーカ
ーらは、非接触ＩＣカードの道を探り始めることとなる。
交通系の非接触ＩＣカードについては、1996 年に、当時の運輸省が中心となって設立され
た「汎用電子乗車券開発検討委員会」の活動がある。これは、非接触ＩＣカード化で先行し
たソウルやヨーロッパといった諸外国に遅れまいとするもので、諸外国で利用される非接触
ＩＣカードがＩＳＯ規格になる前に、日本の交通事情にあったカードを開発し、ＩＳＯ規格
の議論から日本が脱落しないように設立された委員会である。
このような目的で設立されたが、検討委員会自体は学術経験者や行政担当者で構成され、
運輸事業者のそれぞれの実情は分からず、実際に導入できるものなのか判断ができない。そ
こで検討委員会は、自動改札システムで規格を制定してきた「日本鉄道サイバネティクス協
議会」と連携し、検討委員会と協議会が意見交換を行いながら開発を進めていく体制を取っ
た。また、広くオープンにメンバーを集めるということで「汎用電子乗車券技術組合」を作
り、鉄道事業者やメーカーから開発を担う実組織も組まれた（37）。
これら検討委員会らは、1997 年に都営大江戸線の開業に合わせて実証実験を行っている。
実験に利用された非接触ＩＣカードは、先行して開発を進めていたＪＲ東日本らが開発した
ものであった（38）。なぜＪＲ東日本が先行して開発してきたのかは、次章で取り扱う。
以上のように、磁気式の自動改札システムは次のように進展してきた。
近鉄の現業部門が既存の「ターン・スタイル・ゲート」をベースに試み、近鉄・大阪大
学・立石らが「ノーマル・オープン」の改札方式を考案し、これが阪急で実用化され、さら
に普通乗車券にも対応できるように立石が磁気式を考案した。それを立石と大阪市交通局が
地下鉄全線で利用できるように実用化し、この成果を受けて、1970 年に日本鉄道サイバネテ
ィクス協議会で規格が制定され、関西民鉄各社局に普及することとなった。
関東圏では、相互直通運転に対応できない規格、エレクトロニクス技術が未成熟であった
こと、民営化前の国鉄では自動改札機を導入しなかったこと、都心の地下鉄の駅にはスペー
スがなかったこと、この４つの課題が解決する 1990 年頃まで本格導入は遅れた。
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そして、関西民鉄各社局は、関東圏の導入に寄与した「新規格」と「エレクトロニクス技
術の進展」を応用し、ＳＦカードを共通化し「スルッとＫＡＮＳＡＩ」を誕生させた。
更に、この共通化されたＳＦカードが先導役になって非接触ＩＣカード化へ向かった（39）。
3．ＪＲ東日本による非接触ＩＣカード乗車券の開発過程
3.1　国鉄時代の研究が民営化直後のＪＲ東日本へ継承
非接触ＩＣカード乗車券の開発は既に述べたようにＪＲ東日本が先行した。ＪＲ東日本の
開発の進展を見ていくと、その起源は国鉄時代まで遡る。
1984 年、国鉄の鉄道技術研究所でシステム関係の研究を担当していた関栄四郎は「旅客駅
の新しい情報システム」を発表した。この論文は、将来の鉄道会社は情報システムの拡充に
よって鉄道事業を効率化させ、関連事業も拡充させることが必要と書かれている。これは、
現在と必ずしも同一ではないが、ＪＲ東日本が開発した非接触ＩＣカード乗車券「Ｓｕｉｃ
ａ」のような世界である。すなわち、１枚のカードで電車に乗って駅コンビニエンスストア
で品物を買う、といった現在の姿に近い鉄道像である（40）。この論文は、当時の鉄道技術研究
所メンバーが将来の鉄道について討議して纏めたとされる。発表された 1984 年は国鉄改革
法案（41）成立の 2 年前であり、国会やマスコミ等で国鉄改革の議論が活発（42）になっていた時
期である。それゆえ、当時の開発メンバーは、改革後の将来の鉄道像を真剣に考えて討議し
たと思われる。前章で触れたように、それまでは、自動改札システムを含め、駅のシステム
化などは労使対立の合理化議論に繋がるために積極的な研究はできなかった。しかし、この
時期になると、改革の方向が見え始め、将来に備えた研究をしておくことが必要ということ
で、この論文が発表されたと思われる。
鉄道技術研究所は、その後、国鉄の分割民営化で鉄道総合技術研究所（43）（以下鉄道総研）
に引き継がれる。関ら研究員も鉄道総研に移籍する。そしてこの関の将来の鉄道像を、非接
触ＩＣカード乗車券で実現しようとしたものが発表される。三木彬生（44）が 1990 年に発表し
た「非接触ＩＣカードによる乗車券システムの基本構想」である。三木は鉄道総研で関と同
じく、システム関係の研究を担当していた。この論文によると、「[ 非接触ＩＣカードによる
サービスの成功は ] 旅客の普段所持するカードがそのまま切符となり、定期券、片道券の区
別なく使える機能をもつこと、改札口で今のようにわざわざ定期入れから出して機械に投入
することなしに非接触でチェックが行えること、そしてそれが適当な営業施策により顧客の
利便性や営業利益にも反映されることが鍵となる。」（45）と書かれている（[] 筆者追記）。また
「営業施策」とは「技術よりもむしろ経営施策による」ものとされ、「根本的には乗車券を含
めた営業制度から考える」ものであるという。現在の「Ｓｕｉｃａ」は、乗車券や定期券、
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電子マネーやポイントカード、またビルの入館証としても使えるが、今ならば、「Ｓｕｉｃ
ａ」で利用者の利便性向上を図り、経営戦略にも貢献させることが鍵、ということであろう。
一方、ＪＲ東日本は民営化後の新しいイメージ作りに関心を寄せており、お客様サービス
向上施策として自動改札も検討していた。「1988 年から 1989 年にかけて、メーカーから IC 
カードの試作品が提供されるようになり、当社 [ ＪＲ東日本 ] はこれらのカードを使用して
基礎的な研究を行うとともに改良を重ねていった」（46）という（[] 筆者追記）。1991 年には、
メーカーと自動改札機の試作機を作り、東京駅ステーションギャラリーで開催された「フュ
ーチャー 21 テクノプラザ」に出展している（47）。
1991 年 6 月、鉄道総研にいた三木はＪＲ東日本安全研究所に出向し、ＪＲ東日本内で非接
触ＩＣカードの研究を続ける（48）。三木（1990）によればＪＲ東日本のメンバーも三木の研究
に協力していたとあり（49）、以前から鉄道総研とＪＲ東日本は互いの研究内容を熟知していた
と思われる。翌 1992 年に、三木はＪＲ東日本の安全研究所から技術開発推進部へ異動とな
り、実質的な開発に着手することとなる（50）。ＪＲ東日本の非接触ＩＣカード乗車券の開発
は、ＪＲ東日本が独自で行っていた研究に、鉄道総研で行っていた研究が融合されて進んで
いくことになる。すなわち、国鉄時代に関が描いた将来の鉄道像を、鉄道総研で三木が非接
触ＩＣカード乗車券として実現しようとし、三木のＪＲ東日本への出向によって、それらが
ＪＲ東日本での実質的な開発として継承されていったのである。
このため、初期の頃から開発を担当していたＪＲ東日本の椎橋章夫が、「電子マネー機能
をつけることは当初から計画していた」というのも、国鉄時代から描かれていた将来の鉄道
像を念頭に入れて開発を進めてきたからと分かる（51）。
3.2　JR 東日本とソニーとの共同開発と緊密な両社関係
非接触ＩＣカード乗車券の開発は、ソニー１社とＪＲ東日本との共同開発となった。なぜ
ソニー１社になったのかは、次の２点である。１．開発当初は非接触ＩＣカードの技術水準
が低く開発が難しかったこと、２．ＪＲ東日本が 1990 年に磁気式の自動改札機の導入を始
めたことから、当面非接触ＩＣカードの出番がないこと、の２点である。
１点目については、開発が始まった当時、「電子マネーブーム」が起こり、盛んに行われ
た実証実験の殆どは接触型ＩＣカードであった。これは当時の技術水準では、ＩＣカードに
情報を書き込んだり読み込むためには多大な電力が必要で、外部から電力を供給するため、
電力供給と情報伝送を兼ねた金メッキの接触点があるカードでないと実験が難しかったため
である。また、非接触型の電波で送る方式では、たとえ実用化されたとしても海外各国でそ
れぞれ電波基準が異なることから、国ごとに仕様を変更する恐れがあり、事業化に多大なコ
ストがかかるだろうということで、実証実験が出来なかった（52）。
しかし、鉄道での使われ方を考えた場合、接触型ではいちいち利用者はパスケースから取
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り出し、改札機に投入しなくてはならない。それでは磁気カード式の自動改札と同じであり、
新規性がないばかりか、利用者の利便性向上はまったくない。また、改札機を通り過ぎるの
に時間がかかり、ラッシュ時に使えないという面もある。そのため、初めから非接触ＩＣカ
ードを目指していた（53）。
だが、このように非接触型ＩＣカードが技術的に難易度の高いものであったため、鉄道総
研らの共同開発の呼びかけに応じたのはソニーの他に２社しかいなかった。
また、他の鉄道事業者はこのような難しい非接触型のＩＣカードに関心すら持たず、開発
を始めた当事者であるＪＲ東日本でさえ、1990 年に磁気式自動改札機の導入を始めた。
２点目は、このＪＲ東日本が磁気式の自動改札機を導入したことにある。メーカーは「こ
れで当面、少なくとも 10 年くらいは、ＪＲ東日本においてＩＣカードを使用した自動出改
札システムは採用されるめどがなくなった。他の私鉄が磁気式の自動改札機を導入すること
に決めたことから、私鉄も、ＪＲ東日本と接続しているからには、磁気式出改札システムを
導入していくであろうことは理の当然である、従って、当社［メーカー］は、鉄道自動改札
用のＩＣカードの研究開発は中止したい。時期を見て必要であれば再開することとしたい」
（54）とＪＲ東日本へ通告してきたという（[] 筆者追記）。
上記２点はソニーも同様であった。しかも、当時、非接触ＩＣカード乗車券と同じ技術を
用いたビル入退館システムで深刻なトラブルに見舞われ、1992 年 6 月にビル入退館システム
事業から撤退していた。当時ソニー側で非接触ＩＣカードの責任者であった伊賀章は、ＪＲ
東日本の三木へ、非接触ＩＣカード乗車券の開発中止を通告したという（55）。
もちろんソニー以外の２社も開発中止となった。しかし、ソニーでは開発が再開された。
その事情は次の通りである。
まずソニー側である。浅川（2007b）によると、当時ソニーの社長であった大賀典雄が「始
めてまだ２年もたっていない事業で、早々と撤退を決めるとは何事か！もう一度挑戦してみ
ろ！」（56）と檄を飛ばし開発を再開させた（57）。ソニー側責任者の伊賀章は、これを受け、撤
退最後まで開発を担当していた日下部進と相談し、「非接触ＩＣカードの技術を完成させる
ことが先決」 （58）として、「非接触ＩＣカードの研究開発を再開」 （59）したのである。
一方当時のＪＲ東日本の経営幹部は、すべてのメーカーから開発中止の通告を受けても、
開発担当者に「将来、自動改札機がＩＣカード式になるかもしれないと考えて、積極的では
ないにしろ将来イニシアチブを取れる程度の研究はしておくことを指示した」 （60）という。次
の置換えの 10 年間に技術的な解決策が見出せ、非接触ＩＣカード乗車券が実現できると踏
んでいたと考えられる（61）。
このようにして、1992 年後半から、ソニー１社とＪＲ東日本との共同開発は再開し、継続
された。その後、両社は、1994 年に第一次フィールド試験、1995 年に第二次フィールド試
験を行い、数々の問題を乗り越えながら 1997 年の第三次フィールド試験でほぼ非接触ＩＣ
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カード乗車券についての問題を解決する。また 1997 年には、２章で触れた大江戸線開業に
伴う「汎用乗車券開発検討委員会」らが行った実証実験があり、この時点で、ＪＲ東日本と
ソニーが開発してきたものが使えると関係者らは確認出来た（62）。以後、開発は自動改札機の
後方となるシステム開発へと移り、システム全体を取りまとめるＪＲ東日本が中心となって
進められ、2011 年 11 月 18 日に「Ｓｕｉｃａ」サービスが始まった。
ソニーとＪＲ東日本の共同開発は、次の２点のエピソードにあるように、両社の関係が緊
密であったことがうかがえる。
1 点目は香港地下鉄商談である。前述の通り、1990 年にＪＲ東日本が磁気式を導入し始め
たため、10 年後までソニーの売り上げは見込めず、その間、どう食いつなぐかという問題が
あった。ところが 1992 年後半に香港地下鉄から商談がソニーへ舞い降りた。
この時、ＪＲ東日本はこの商談に対して全面的にソニーを支援すると表明した。ＪＲ東日
本の声掛けで、自動改札機の設計やシステム開発を手がけるＪＲ東日本のグループ各社や、
自動改札機の製造を担う東芝が協力体制を取った。ソニーの伊賀は「当分は非接触ＩＣカー
ドを導入しないであろうＪＲ東日本が、何で我々をここまで支援してくれるのか」理解でき
なかったという（63）。
しかし、これにはＪＲ東日本側には理由があった。当時香港地下鉄が要求してきたのは、
「１枚のカードで６社〔交通機関〕のサービスを運用、各社が独立に読み書きできるデータ
領域を持たせる。会社が共通して使える電子マネーのデータ領域を用意する。メモリは 1K
バイト以上、電池なしが望ましい」 （64）であった。これは当時の技術水準では難しく、直ぐに
は開発できないとＪＲ東日本側は分かっていた。もし香港地下鉄でソニーが頑張れるならば、
将来のＪＲ東日本の開発にも寄与するだろうと考えてソニーを支援した（65）。
一方、ソニーは、この現実的でない香港地下鉄の要求をどう実現するか悩んでいた。しか
し、ＪＲ東日本の支援もあり、香港地下鉄側の実務担当者との意見交換などを通じ、なぜ香
港地下鉄側がこのような厳しい仕様を要求するのか、責任者の伊賀を始め開発チームは理解
した。開発メンバーは一丸となってこの要求に取り組み、1995 年 6 月に受注した。
２点目は、両社が開発した非接触ＩＣカード乗車券のＩＳＯ規格化である。ＪＲ東日本は、
非接触ＩＣカード乗車券を「Ｓｕｉｃａ」として導入する前に、「政府調達に関する協定」
について提訴された。これは、米国モトローラ社から提訴されたもので、モトローラ社の主
張は、モトローラ社のカードがＩＳＯ規格ではあるのに対しソニーのカードはそうでないこ
と、いたずらにＪＲ東日本が調達スペックを上げ、モトローラ社を締め出そうとしている、
というものであった。
提訴自体は、モトローラ社のカードが調達時点ではＩＳＯ規格ではなかったことから、調
停では無効とされた（66）。しかし、先に述べた 1997 年から行われた「汎用電子乗車券検討委
員会」らが行った実証実験では、「規格化されたカードを導入することが望ましい」と結論
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付けていることもあり、他の鉄道事業者への展開を考えた場合、禍根を残したことになる
（67）。更に、この提訴をきっかけとして、日本 vs. 欧米（特に欧）との国際規格競争に発展し、
ソニーらが開発したカードは審議打ち切りで規格外となってしまった。
ソニーは、これに対し猛然と反撃した。ソニーは、それまでにも、ＶＴＲ、コンパクトデ
ィスク、ＤＶＤなどで規格化戦争を経験しており、打ち切られた「カード」の審議を、「近
接無線規格」に土俵を移し、2003 年 10 月に、非接触ＩＣカード規格を含む上位規格「ＮＦ
Ｃ」として規格化に成功した（68）。
規格化は、鉄道事業者から見た場合、関東圏での磁気カード導入の時と同様に、同一規格
のカードであることは必須であるが、国外と直接繋がっていない国内の鉄道利用状況を考え
れば、必ずしも世界規格化の必要はない。しかし、規格化されたカードが望ましいとした
「汎用電子乗車券検討委員会」らの評価結果の存在は、国策的な意味も含めればやはり規格
化されているほうが望ましいには違いない。さらに、ＪＲ東日本から見た場合、将来の電子
マネーを考えると、鉄道事業以外で利用されることから、規格化されていないことが普及の
ネックになる可能性もある。
ソニー側から考えた場合、鉄道事業者へカードが売れさえすれば良いと考えれば、苦労し
て規格化戦争をしなくても問題ないとも判断できる。しかし、より望ましいのは、規格化の
スペックが追加されることである。また、自動改札の置換え期間が長く長期的になる鉄道事
業者との関係を考慮して、なるべく禍根の少ない関係を求めるならば規格化は望ましいとも
いえる。
この２点のエピソードを見ると、両社はそれぞれの経営環境や将来に対し互いで考慮する
関係であったとうかがえる。両社は単なる非接触ＩＣカードの共同開発に留まらず、互いを
考慮する密接な関係であったのである。
3.3　ＮＴＴドコモの共同開発への参加と電子マネー基盤の提供
ＪＲ東日本は、2004 年 4 月、非接触ＩＣカードの機能を携帯電話に搭載した「モバイルＳ
ｕｉｃａ」を、2005 年度後半までにサービス開始すると発表した（69）。
携帯電話に対応するというのはＪＲ東日本特有の機能である。今まで自動改札システムの
開発で中心にいた関西圏民鉄各社局は座席指定列車が少ない。しかしＪＲ東日本は東北新幹
線を始めとして座席指定列車が多い。座席指定にはネット対応が必要である。特に乗車直前
まで、乗車する列車を変更できるようにするには携帯電話対応が必須となる。
一方ＮＴＴドコモ側は、「携帯電話をサイフにするという構想は『ｉモード』を始める前
からあったが、決済用のインターフェースを何にするか決めかねていた。それが 2001 年こ
ろにＪＲ東日本が働きかけてきたことで、FeliCa への流れが決まった。ｉモードに採用する
技術を選ぶにあたり、新技術よりも市場で普及しているデファクトスタンダードを重視して
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いる。今回は、インターフェースとして FeliCa を使えば、少なくともＪＲ東日本の改札で
使えるという判断が働いた」 （70）ということで、モバイルＳｕｉｃａに対応したという。（「Ｆ
ｅｌｉＣａ」とはＪＲ東日本とソニーの共同開発で作成したＩＣチップにソニーが名付けた
名称である。）
これにより、ＪＲ東日本とソニーの共同開発にＮＴＴドコモが加わる形となる。
このチップをＮＴＴドコモの携帯電話に搭載することで、携帯電話対応が可能となるが、
国内携帯電話会社はＮＴＴドコモのほかにもａｕ、ソフトバンクがあり、３社は激しく競争
している関係にある。ＮＴＴドコモから見た場合、この「ＦｅｌｉＣａ」チップをＮＴＴド
コモだけに搭載できればＮＴＴドコモに有利にはなる。しかし、ＪＲ東日本やソニーから見
ると、他の２社にも対応しなくては他の携帯電話を所持している利用者は使えないし、ソニ
ー製のチップも多く売れないこととなる。
3 社は、2004 年に「フェリカネットワークス」社を共同設立する。他の携帯電話事業者へ
のサポートはもちろんのこと、半導体、携帯電話メーカー、新しいサービスを提供したい事
業者へのサポートを、３社が共同で行い始めた。「ＦｅｌｉＣａ」チップは自動改札システ
ムだけでなく、携帯電話はもちろんのこと、広く技術対応ができるようになった。
以上から、鉄道事業者らはＪＲ東日本の技術を取り入れ、相互利用の検討も進んだ。
まず 2002 年 7 月に、ＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃａ」、ＪＲ西日本が発行を予定する「ＩＣＯ
ＣＡ」、関西民各社局が採用を予定している「ＰｉＴａＰａ」を３者間で利用できるように
検討着手し（71）、翌 2003 年 7 月には、ＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃａ」、関東圏民鉄が発行を予定
する「ＰＡＳＭＯ」、関東圏バス事業者が発行する「バス共通カード」の非接触ＩＣカード
版（72）の相互利用について検討を始めた（73）。
これらの検討で、2004 年 8 月に「ＩＣＯＣＡ」と「Ｓｕｉｃａ」が、2006 年 1 月には「Ｉ
ＣＯＣＡ」と「ＰｉＴａＰａ」の相互利用が、2007 年 3 月には、関東圏の 102 の事業者間で
相互利用が実現された。現在、関東圏、関西圏ばかりでなく、名古屋圏、北九州、北海道札
幌といった主要都市に非接触ＩＣカード乗車券が導入されているが、これらのカードをすべ
ての地域で使えるよう、2013 年春を目指し、149 の交通事業者が相互利用の準備を進めてい
る。また主要都市の事業者間では電子マネーも相互利用を進めている（74）。
さらに、交通事業者ばかりでなく、「ＦｅｌｉＣａ」は一般の電子マネーに使われる非接
触ＩＣカードとして展開を始めた。この非接触ＩＣカードを採用したサービスが、交通事業
者以外にも採用され始める。2005 年にＪＣＢの「ＱｕｉｃｋＰａｙ」とＵＦＪニコスの「Ｓ
ｍａｒｔｐｌｕｓ／Ｖｉｓａ Ｔｏｕｃｈ」、2006 年にＮＴＴドコモの「ｉＤ」、2007 年にセ
ブン＆ｉグループの「ｎａｎａｃｏ」とイオングループの「ＷＡＯＮ」が、それぞれサービ
スを開始した。またソニーは、2001 年に始めた「Ｅｄｙ」を 2009 年に楽天グループへ売却
した。
商研12_平井郁雄.indd   112 12/11/10   10:39
東日本旅客鉄道の電子マネー事業化と企業間組織能力 
— 113 —
4．おわりに
4.1　分析が示唆するもの
以上のように、関西圏における自動改札システムの進展と、ＪＲ東日本の非接触ＩＣカー
ド乗車券の開発過程を分析してきた。いずれも、それぞれの段階で、それぞれの各社局メー
カーらが、それぞれの考えで自動改札システムを成長させ、その成果を互いに影響させ合い
ながら、現在の電子マネーまで至っていた（図表１を参照）。
なぜ、異なる企業、グループ、あるいは組織間で組織能力が培われ、知識創造がなされて
きたのかは、連絡運輸や相互直通運転を行わなければならない日本の都市鉄道事情があった
と思われる。日本の都市鉄道は、利用者が１つの鉄道会社だけで目的地まで行けることはま
れであり、何社かの鉄道を乗り継ぐのが普通であり、鉄道事業者らも勤務先の都市部と居住
地の都市周辺部間の大量輸送を行うために、なるべく分かりやすい利用方法を利用者へ提供
しなくてはならない。そのため異なる鉄道事業者であったとしても、その利用方法（切符の
買い方、乗り方など）は他の鉄道事業者と同様のものになって行きやすい。更に、相互直通
運転の場合、車両等の設備が互いの事業者で問題なく使えることはもちろんのこと、乗車券
システムも同様に互いで使えなくてはならない。こういった背景から、自動改札システムの
開発黎明期から異なる複数の組織は協力関係にあったといえる（75）。
一方、現在の自動改札システムは、鉄道事業ではない電子マネー事業領域まで取り込んで
いる。自動改札システムで培われたものが電子マネー事業まで拡大し、その技術・知識・運
営ノウハウなどが、電子マネー事業を行う流通系企業や金融系企業へも波及している。ここ
で、鉄道で開発したものを電子マネー事業での優位性に活かそうと考えるならば、「プラッ
トホームリーダーシップ」 （76）を獲得するために複数の組織が協力したという見方も可能では
ある。しかし、この見方は国内の電子マネーが普及し始めてからのことである（77）。事実、第
３章にあったＮＴＴドコモの「少なくともＪＲ東日本の改札で使えるという判断」や、また、
当時のＪＲ東日本の技術担当役員が「私はこの [ 電子マネー ] 機能には懐疑的だった。それ
まで銀行などが一部で試行していたが、まったく普及していなかったし、小銭入れで十分だ
と思っていた」（[] 筆者追記） （78）とあることから、初めから電子マネーのプラットホームリ
ーダーを目指していたとは思えない。むしろ、「Ｓｕｉｃａ」導入前に実施したアンケート
調査で動かされたという方が無難であり、またそれはアンケートにあるような駅周辺での利
用を想定していたと思われる（79）。従って、ここまで分析してきた自動改札システムの進展や
ＪＲ東日本の非接触ＩＣカード乗車券の開発過程では、プラットホームリーダー的な視点は
なかったと捉えるべきであろう。
自動改札システムでは、早くから日本鉄道サイバネティクス協議会を通じ規格化されたこ
ともあり、その協力関係は早くから都市部の鉄道事業者を中心に現れた（80）。ＩＴ産業などが
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台頭し、異なる企業間での提携戦略論などが論じられるかなり以前から、自動改札システム
では実質的に異なる企業間での連携が存在し、これら異なる企業間で組織能力が培われ、知
識創造がなされていったのである。
4.2　今後の研究課題
しかし、なおも残る疑問として、なぜ他の鉄道事業者ではなくＪＲ東日本が電子マネー事
業を最初に担ったかである。国鉄技術研究所での研究成果から派生したのであれば、同じく
国鉄から分割民営化された他のＪＲ会社、特に自動改札システムが発展していた関西圏のＪ
Ｒ西日本も関心を持って良いはずである。これらは更なる分析が必要となるが、ＪＲ東日本
の関連事業の取り組み方に視点を当て分析を行う考えである。
図表１　自動改札システムの開発と電子マネー事業化までの企業・組織の関係
1962
近鉄
現業部門
が提案
1963-66
近鉄技研
大阪大学
立石電機
研究開始
1967
阪急電鉄
立石電機
実用化１号
1969-72
大阪市営
立石電機
実用化
1970
ｻｲﾊﾞﾈﾃｨｸｽ
協議会
規格制定
1970-85
関西民鉄各
社局
本格導入
本格導入
1984-86
国鉄
技術研究所
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非接触ＩＣ 非接触ＩＣ
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1990-96
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関東民鉄
各社局
1996
関西民鉄
各社局
2000
関東民鉄
各社局
SF共通化SF共通化
2001
ＪＲ東日本
ソニー
NTTドコモ
携帯対応
2004
ＪＲ東日本
ソニー
NTTドコモ
ﾌｪﾘｶﾈｯﾄﾜｰｸｽ
設立
1997-99
汎用電子乗車券検
討委員会ら
非接触ＩＣ
非接触ＩＣ
2003
関東圏
関西圏
非接触ＩＣ化
1990
ｻｲﾊﾞﾈﾃｨｸｽ
協議会
新規格制定
2013
全国
１４９
交通事業者
非接触ＩＣ共通化
20052001
JCB
UFJニコス
2007 2009
７＆Ｉ
イオン
ソニー→楽天
技術、知識、情報
などの流れ
1992 1997
香港地下鉄
ソニー ソニー
電子マネー 電子マネー
電子マネー電子マネー
1970-
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2000
ｻｲﾊﾞﾈﾃｨｸｽ
協議会
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【 注 】
（1） Chandler A.D.[1977]Part Ⅱ（邦訳第３部） 
（2） Chandler A.D.[1990]p.36.（邦訳 p.28）
（3） Chandler A.D.[1992]p.81.
（4） Ibid.,p84.
（5） Ibid.,p84.
（6） Williamson [1975] 第 8 章「Ｍ型革新」。Williamson [1981] でもチャンドラーが記述的歴史として論じた
企業論を説明している。ウィリアムソンはある種の経済活動は市場取引よりも企業内での取引費用を低
くすることが可能という Coase（1937）の理論を出発点とした。情報の非対称性がある取引では、一方
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の経済行為者が取引相手よりも優位になることから、このような取引関係では、企業は相対する経済行
為者を内部化し、大規模垂直型統合企業に統合することで、そういった優位性を解消しようとする。そ
の結果チャンドラー型企業のような大型企業が誕生して行くのだと説明した。但し、ウィリアムソンは
すべての取引関係がチャンドラー型の大企業に収斂していくのではなく、当事者間の取引関係の強弱や
調整によって、フランチャイズや系列の関係や、あるいは一般的な市場取引など各組織体があるとして
いる。
（7） 川邉（2003）p.8。
（8） 井上・尾原・小川（2002a）p.79。野中・竹内（1996）をフレームとした分析。著者のうち井上は近畿
日本鉄道で当初（1962 年）から自動改札システムの開発を担当した。註 80 も参照。
（9） 根来（2008a）など。プラットホームの視点とは、たとえば Gawer and Cusumano [2002]。この著書は、
インテル、マイクロソフト、シスコなどのインタビューを中心にした実証分析から、異なる複数の企業
間でエコシステム環境を創成し、プラットホームリーダーになることができれば、異なる企業らにそれ
ぞれ多大な利益をもたらすということを明らかにした（但し企業間でのジレンマや調整が難しい）。こ
れと同じ視点で電子マネーも分析できるということ。
（10） この章での近鉄・大阪大学・立石電機による研究・開発については、井上・尾原・小川（2002b）、井上
（2003）、井上（2008）を参考とした。
（11） コンピュータのデータ入力用として使われた穴のあいたパンチカードを利用したため、定期券印字面に
穴があき、目での確認が難しかったためである。井上（2003）p.127 にその写真がある。
（12） 湯谷（2008）p.209。
（13） 阪急電鉄（1982）p.131。
（14） 湯谷（2008）p.210。
（15） 阪急阪神ホールディングス（2008）p.73。
（16） 大阪市交通局（1980）pp.333-334。
（17） 大阪市交通局（1980）p.333、大阪市交通局（1983）p.778。
（18） 日本信号（2009）p.44-45。
（19） 仲野博（1970）p.42。
（20） 近鉄、南海電鉄、京阪電鉄、阪急電鉄、阪神電鉄、大阪市交通局、各社局史をみると、1980 年代前半
には、無人駅など鉄道事業者によっては導入できないと判断する駅を除いて、殆どの駅で自動改札機が
導入された。
（21） 阪急阪神ホールディングス（2008）p.73-74。 
（22） 『日経産業新聞』（1997/6/24）「キセル被害年 113 億円 ＪＲ西日本 朝夕ラッシュ時に集中」
（23） 東京の地下鉄 13 路線のうち、構造的に相互直通運転が難しい銀座線、丸の内線、大江戸線を除く 10 路
線が相互直通運転を実施している。これに対し大阪の地下鉄８路線のうち相互直通運転を実施している
のは３路線のみである。また、関東圏ではＪＲ東日本（旧国鉄）と相互直通運転を行う路線は、地下鉄
２路線とこれを経由して私鉄２路線ある。関西圏では、ＪＲ西日本（旧国鉄）と相互直通運転をしてい
る路線はない。
（24） 帝都高速度交通営団（現東京地下鉄）（1991）p.500。椎橋（2008）p.33。
（25） 椎橋（2008）p.34。
（26） 帝都高速度交通営団（現東京地下鉄）（1991）p.500。
（27） 井上（2008）p.12 図 11 によると 1991 年を境に自動改札機設置台数は急伸し、2004 年には 1991 年の約
３倍となる 21,000 台に達している。
（28） 第三期までは、日本信号（2009）、熊谷（1991）、村松（1991）を参考として、第四期以降は日本信号
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（2009）を参考として筆者が各期に区分した。
（29） 西日本旅客鉄道（1997）pp.183-191。
（30） 日本経営史研究所編（2005）p.472-473。
（31） 『都市交通年報』各年の統計より筆者が算出。
（32） 西日本旅客鉄道（1997）pp.183。
（33） 西日本旅客鉄道（1997）pp.184。
（34） 横江（2002）。スルッとＫＡＮＳＡＩのホームページ。
（35） 東京地下鉄編（2004）p.340。1997/12/3 付けの運輸審議会答申（運審第 70 号）によると「最近におけ
る申請各社の旅客輸送需要が減少傾向を生じている状況にかんがみ、より一層、利用者に対するサービ
ス改善」が必要とし、「ストアードフェアカードの共通化について検討する等乗継ぎ利便性の向上に努
めること」とある。
（36） 圓川（1998）p.87。バス共通カードは、神奈川県、東京都、埼玉県まで一体化した後、千葉県を一体化
しようとしたところカードの磁気容量を超えてしまい一体化できなかった。
（37） 圓川（1998）pp.79-100。
（38） 圓川（1998）p.130。
（39） 椎橋（2008）p.54 で「ＳＦカードの料金引き落としシステムや広域ネットワークは、開発の得難い先導
役になった」という。
（40） 関（1984）。情報システムを活用して、鉄道を効率化し、利用者の利便性向上、関連事業の拡充が国鉄
再生の鍵と書かれている。国鉄再生については注 41 の国鉄改革を参照。
（41） 国鉄改革とは、経営の傾いた国鉄をどのように改革するかという政治的な課題。最終的に 1986 年に関
連法案が成立し、1987 年 4 月に現在のＪＲ系７社に地域分割民営化された。国鉄改革に関する最終的
な報告は日本国有鉄道再建監理委員会が 1985 年に発表した「国鉄改革に関する意見 鉄道の未来を拓く
ために」に纏められている。
（42） 角本（1992）参照。
（43） 国鉄の分割民営化に伴い、国鉄が行っていた研究開発を承継する財団法人として設立。分割民営化され
たＪＲ各社からの研究負担金（寄付金）により研究を行っている。
（44） 非接触ＩＣカード乗車券の開発は、当初三木らにより始められた。三木は 1991 年にＪＲ東日本へ出向
し、その後転籍した。鉄道総研では、三木が出向転籍した後も非接触ＩＣカード乗車券の開発は続けら
れ、ＪＲ東日本の開発とも連携も行いながら、ＪＲ各社との技術共有を図った。
（45） 三木（1990）p.55。
（46） 東日本旅客鉄道（2007）p.511。
（47） 大山・佐川・中村（1992）p.480。
（48） 三木（1991）p.1001。 
（49） 三木（1990）p.60。
（50） 三木（2011）p.41。
（51） 椎橋（2008）p.201。
（52） この時期行われた主要な 17 の実証実験はすべて接触型ＩＣカードである。IC カード研究会（1986）、
進藤（1989）を参照。
（53） 三木（1990）p.54。
（54） 高井（2003）pp.25-26。『ＪＲ東日本研究開発センター 研究開発ストーリー』「Suica 誕生までの軌跡」。
なお、10 年は採用がないというのは、自動改札機の償却期間は当時 8 年で、順次駅の置換えをしてい
く期間を加えると、一旦導入すれば 10 年は置換えがないという意味である。
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（55） 浅川（2007a）p.118。
（56） 浅川（2007b）p.107-108。
（57） 開発継続の檄を飛ばした理由を次の２つの視点で推測してみる。まず、鉄道総研で非接触ＩＣカードの
研究が始まった時の鉄道総研の会長がソニー創業者の井深大であった点である。創業者に近い大賀が井
深に配慮して開発を継続させたという視点である。三木（2011）p.41 には会長が「圧力をかけたという
雰囲気」はなく、あくまで技術的な視点でソニーを選んだという表現が見られる。また事業撤退時点で
は会長職を退いている。大賀が配慮する必要は無かったと思われる。次に「始めてから２年であきらめ
るな」という部分である。ＶＴＲなど困難な開発を成し遂げ、様々な新商品を世に出してきたソニーな
らばあきらめるな、という視点である。大賀はソニー創業者の井深大や盛田昭夫と共にソニーを育て、
ソニー文化を創ってきた人間である。すぐあきらめてはソニーではない。ソニー文化を守るためにも檄
を飛ばしたという視点である。関や三木が将来の鉄道像を描いていき、将来像に向けて困難な開発をす
るというのはソニー文化に近いものがある。当時の開発者らの雰囲気がそうであったと仮定すれば、こ
の視点の解釈は素直と思える。いずれにしろ推測の域は出ないが、もし後者であれば、当時の開発関係
者は、異なる組織間で企業文化的なものを醸成、共有化していたといえる。
（58） 浅川（2007a）p.118。
（59） 浅川（2007a）p.118。
（60） 『ＪＲ東日本研究開発センター 研究開発ストーリー』「Suica 誕生までの軌跡」参照。
（61） 運輸と経済（2007）p.7。ＪＲ東日本の椎橋は、ＪＲ東日本の経営者層は、2000 年にＩＣカードを導入
する計画に対し、リスクをある程度承知しながら計画を進めたと発言している。
（62） ２章で述べた汎用電子乗車券検討委員会らが行った実証実験。研究会の概要は圓川編（1998）実証実験
の詳細は運輸政策研究機構（1997 ～ 99）を参照のこと。 
（63） 浅川（2007b）p.109。
（64） 浅川（2007b）p.109。
（65） 「三木は有望な技術を持つソニーに香港のプロジェクトに参加してもらうことで、ＩＣカード技術の向
上を促したかった」とある。浅川（2007b）p.109。
（66） 調停の結果は政府調達苦情検討委員会（2000/10/3）を参照。またＪＲ東日本が完全民営化されたこと
から、現在は政府調達の対象企業ではない。
（67） 実証実験では、モトローラ製カードは大江戸線での評価はされなかったが、試験機での評価では利用で
きるとした。また規格化されたカードを利用するほうが望ましいとの評価でもあった。しかし鉄道事業
者が採用するかは日本鉄道サイバネティクス協議会に委ねられた。実験結果は運輸政策研究機構（1997
～ 99）を参照。試験方法や採用方法については圓川（1998）pp.128-132。
（68） ソニーの活動は原田（2008）pp.376-393。規格の変遷は平井（2007）pp.40-43。
（69） 東日本旅客鉄道ニュースリリース（2004/4/13）「モバイル Suica」のサービスを 2005 年度後半に導入い
たします」参照。NTT ドコモとフィールド試験を行っている。
（70） 当時携帯電話仕様を決める最終責任者であった夏野剛の発言。菊池・伊藤（2004）p.105。
（71） 東日本旅客鉄道（2007）p.522。
（72） その後「バス共通カード」の非接触ＩＣカード版には、関東民鉄の「ＰＡＳＭＯ」を採用。
（73） パスネット発行事業者・バス共通カード発行事業者・Suica 発行事業者 ニュースリリース（2003/7/28）
「交通系ＩＣカードの相互利用サービスを実施することに合意しました」
（74） 北海道旅客鉄道、PASMO 協議会、東日本旅客鉄道ほか ニュースリリース（2011/5/28）「1 枚のＩＣカ
ード乗車券で関東圏の鉄道・バスをもっと便利に」
（75） 初期の開発を担った、近畿日本鉄道・立石電機・大阪大学・阪急電鉄らは「ＩＥＥＥマイルストーン」
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を 2007 年に受賞した。この賞は、電気・電子・情報分野の画期的なイノベーションのうち、地域社会
や産業の発展に多大な貢献をしたと認めるもので、1965 ～ 71 年の自動改札システムの開発が賞の対象
である。これらの企業、大学らは開発当初から協力関係にあったことが分かる。
（76） Gawer and Cusumano [2002]。注 9 も参照。
（77） 根来（2008b）。ＪＲ東日本の広報部がプラットホーム戦略に詳しい根来氏に問いかけるという形で収録
されているが、各種電子マネーの利用件数が急増したこの時点になって初めて、ＪＲ東日本がプラット
ホームの視点を意識し始めたことがうかがえる。
（78） 山之内（2008）p.261。
（79） 川上・辻巻・中村（2005）p.65。「Suica が導入される前（2001/7）のアンケート調査で、Suica を使っ
て 70％が買い物をしたいと回答し，さらにその 84％が駅売店で買いたい」と回答。
（80） 鉄道事業そのものが様々な組織や知識の集合体であることも背景にある。ＪＲ東日本・ＪＲ西日本・東
京地下鉄・ＪＲ九州・ＪＲ貨物・東急電鉄・京阪電鉄ニュースリリース（2011/10/14）「海外鉄道コン
サルティング会社の設立について」を見ると、車両、信号などの単体だけの輸出では、運営・維持を含
む鉄道システム全体を要求する輸出先の要望に応えることができないため、複数の鉄道事業者でそのノ
ウハウを提供するコンサルティング会社を設立したとある。世界的にも鉄道事業は知識的に複数組織の
集合体といえ、日本の都市鉄道ではそれが異なる企業、組織にまで跨って集合されていることが分かる。
このことから、井上ら（2002a）が、野中・竹内モデルでは「知識創造において一企業とその外部との
関係をどのようにとらえるか」難しいとした点は、野中らのモデルが鉄道会社以外の一般企業を中心に
構築されたためと思われる。野中・竹内（1996）を読み込むと、異なる企業や組織間で知識創造があっ
た事例や、モデル説明部分でも知識創造が異なる組織で展開していくという記述（p.108）は見受けら
れる。
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